
○

○

○

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

①方　　向　　性
　（複数選択可）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

○ １現状のまま継続

４統合を検討

２補助内容を見直す

６休止・廃止を検討

今後の利用者増加のため、提供会員の登録も含めて、事業のＰＲに努める。

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

に対して

を行うことで

が（を）

という状態にする

適正

向上している

依頼会員の負担が増える

把握していない

①妥当性
なし

R5歳出決算額千円 千円

402 245 288 672

113950

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

②効率性

0

％

５終期を設定

３縮小・減額を検討

担当課の課題

補助することが適当か

類似の補助金はあるか(あれば名称)

交付先の事業実績を把握しているか

支出額・補助率は適正か

適切

③有効性

評価項目 担当課による評価

補助の目的は達成できているか

交付先の事業成果は向上しているか

補助を休止・廃止した場合の影響は

ほぼ達成できている

その他

千円

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

なし

R5歳入決算額

R5歳入に占める補助金の割合

翌年度繰越額

○ 決算額を把握していない

①補助金の額
      （千円）

○

定額補助

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 補助率を定めている→補助率

単価を定めている→算式 400円/時間

(6)その他

95

95

千円

千円

1/3

負担額

ファミリーサポートセンター相互援助活動事
業

関市ファミリー・サポート・センター相互援
助活動補助金交付要綱

⑧構成員の負担

担当課

①補助金の名称

②支出の根拠

③支出先

④国・県の負担

⑤支出の目的

室・部・局

相互援助活動を実施した提供会員

主に市の担当課 主に支出先団体 ○

会員の負担を軽減するとともに事業の活性化を図る

その他

6 314

相互援助活動の補助

育児に関する援助活動を提供したい者と育児に関する援助活動
を依頼したい者

あたり負担なし

予算事業コード子ども家庭課 健康福祉部

⑥期間

⑦事務局体制

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

(5)個人に対する補助金・負担金
相互援助活動を実施した提供会員

なし
国の負担あり

県の負担あり

負担割合

負担割合

補
助
金
の
分
類

(3)一般負担金(団体等への負担金など)

非該当

対　象

手　段

受益者

1/3

負担額

負担あり 負担額

意　図

補助開始年度 平成 年度245 1 3



○

　

　

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

ちびっこ広場を安全に利用できるよう各自治会に呼び掛けるとともに、遊具の点検や修繕
などに係る経費について限られた予算の範囲で補助を継続する。

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

○ １現状のまま継続 ２補助内容を見直す

③有効性

補助の目的は達成できているか ほぼ達成できている
危険な遊具などの修繕により、事故防
止を行うことは重要である。

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助を休止・廃止した場合の影響は 広場管理自治会への影響は大きい

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 把握している

支出額・補助率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助することが適当か 適切

類似の補助金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

なし

③支出先の決算
　の状況

R5歳入決算額 1,961 千円 R5歳出決算額 1,961 千円 翌年度繰越額 0 千円

R5歳入に占める補助金の割合 100.0 ％ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助金の額
      （千円）

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 補助率を定めている→補助率

3,950 2,089 1,961 3,500
単価を定めている→算式

定額補助 ○ その他 新設　経費の1/2
修繕　経費の全額

⑦事務局体制 主に市の担当課 ○ 主に支出先団体 その他

⑧構成員の負担 ○ 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図 安全に施設利用できる という状態にする

⑥期間 5 4 1 6 3 31

⑤支出の目的

対　象 市民 に対して

手　段 ちびっこ広場内の老朽化した遊具等の修繕等 を行うことで

受益者 ちびっこ広場の利用者 が（を）

補助開始年度 昭和 51 年度

④国・県の負担 ○なし
国の負担あり 負担割合 負担額 千円

県の負担あり 負担割合 負担額 千円

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金の名称 ちびっこ広場整備事業 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支出の根拠 関市ちびっこ広場整備費補助金交付規則第4条
(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支出先 ちびっこ広場管理自治会
(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

担当課 子ども家庭課 室・部・局 健康福祉部 予算事業コード 114000



○

　

○

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

適切 DV被害者のために精神的支援、長期的
支援が必要で、民間の支援団体が果た
す役割は大きく、一層の連携を図る。なし

0 千円

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助することが適当か

類似の補助金はあるか(あれば名称)

年度

主に市の担当課 ○ 主に支出先団体 その他

10,000

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

担当課 子ども家庭課 室・部・局 健康福祉部 予算事業コード 114005

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金の名称 手をつなぐ女たちの会事業 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支出の根拠 決裁による
(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支出先 特定非営利活動法人　手をつなぐ女たちの会
(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

④国・県の負担 なし
国の負担あり 負担割合 負担額 千円

県の負担あり 負担割合 直接補助 負担額 864 千円

⑥期間

⑤支出の目的

対　象 に対して

手　段 を行うことで

受益者 が（を）

⑦事務局体制

差別や暴力のない社会で安心して生活できる

特定非営利活動法人　手をつなぐ女たちの会

DV被害女性及びその子どもに対する社会的保護と自立支援のた
めの安全な住居の提供

女性や子ども

5 4 1 6 3 31 補助開始年度 平成

意　図 という状態にする

21

⑧構成員の負担 負担なし ○ 負担あり 負担額 正会員1人 あたり

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助金の額
      （千円）

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 補助率を定めている→補助率

単価を定めている→算式

定額補助 ○ その他
800 403 800 800

限度額800千円

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

R5歳入決算額 2,164 千円 R5歳出決算額 2,164 千円 翌年度繰越額

R5歳入に占める補助金の割合 37.0 ％ 決算額を把握していない

H30補助対象経費および補助率を見直した

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか

支出額・補助率は適正か

民間として先駆的な取り組みであり、
国においてもDV被害者支援について民
間団体との連携強化を図っているとこ
ろである。

向上、安定している

民間の役割が発揮できず事業の充実が図れなくなる

把握している

適正

ほぼ達成している

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

○ １現状のまま継続 ２補助内容を見直す

③有効性

補助の目的は達成できているか

②課　　　　　題
　（改善状況等）

交付先の事業成果は向上しているか

補助を休止・廃止した場合の影響は

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ６休止・廃止を検討

自主財源の確保、利用者からの負担をこれ以上望むことは難しく、現状の活動内容を維持
するためには現予算を継続する必要がある。県と足並みを揃え支援していきたい。



○

　

○

○

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

○ １現状のまま継続 ２補助内容を見直す

③有効性

補助の目的は達成できているか 達成できている

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助を休止・廃止した場合の影響は 大きい

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 把握していない

支出額・補助率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助することが適当か 適切

類似の補助金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

R5歳入決算額 千円 R5歳出決算額 千円 翌年度繰越額 0 千円

R5歳入に占める補助金の割合 ％ ○ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助金の額
      （千円）

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 補助率を定めている→補助率

186,021 177,702 170,666 178,872
○ 単価を定めている→算式 25,700円上限×人数×月

定額補助 その他

⑦事務局体制 主に市の担当課 ○ 主に支出先団体 その他

⑧構成員の負担 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図 幼稚園教育の振興及び保護者の負担軽減、円滑な利用 という状態にする

⑥期間 5 4 1 6 3 31

⑤支出の目的

対　象 私立幼稚園 に対して

手　段
施設等利用給付認定保護者への支給に代わり、提供者となる私
立幼稚園に対し補助

を行うことで

受益者 施設等利用給付認定保護者（私立幼稚園利用者） が（を）

補助開始年度 令和 元 年度

④国・県の負担 なし
国の負担あり 負担割合 1/2 負担額 87,464 千円

県の負担あり 負担割合 1/4 負担額 43,867 千円

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金の名称 私立幼稚園施設等利用費補助金 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支出の根拠 関市私立幼稚園施設等利用費補助金交付要綱
(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支出先 私立幼稚園
(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

担当課 子ども家庭課 室・部・局 健康福祉部 予算事業コード 114010



○

○

○

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

○ １現状のまま継続 ２補助内容を見直す

③有効性

補助の目的は達成できているか 達成できている

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助を休止・廃止した場合の影響は 大きい

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 該当なし

支出額・補助率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助することが適当か 適切

類似の補助金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

R5歳入決算額 千円 R5歳出決算額 千円 翌年度繰越額 0 千円

R5歳入に占める補助金の割合 ％ ○ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助金の額
      （千円）

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 補助率を定めている→補助率

2,641 2,278 2,208 7,119
○ 単価を定めている→算式 11,300円上限×人数×月

定額補助 その他

⑦事務局体制 主に市の担当課 主に支出先団体 ○ その他 非該当

⑧構成員の負担 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図 幼稚園教育の振興及び保護者の負担軽減、円滑な利用 という状態にする

⑥期間 5 4 1 6 3 31

⑤支出の目的

対　象 施設等利用給付認定保護者 に対して

手　段 預かり保育にかかる施設利用費補助 を行うことで

受益者 施設等利用給付認定保護者（私立幼稚園利用者） が（を）

補助開始年度 令和 元 年度

④国・県の負担 なし
国の負担あり 負担割合 1/2 負担額 1,104 千円

県の負担あり 負担割合 1/4 負担額 552 千円

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金の名称 施設等利用費補助金（預かり保育） 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支出の根拠 関市施設等利用費支給要綱
(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支出先 施設等利用給付認定保護者
(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

担当課 子ども家庭課 室・部・局 健康福祉部 予算事業コード 114010



○

○

○

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

令和４年度は対象者の該当なし

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

○ １現状のまま継続 ２補助内容を見直す

③有効性

補助の目的は達成できているか 達成できている

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助を休止・廃止した場合の影響は 大きい

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 該当なし

支出額・補助率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助することが適当か 適切

類似の補助金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

R5歳入決算額 千円 R5歳出決算額 千円 翌年度繰越額 0 千円

R5歳入に占める補助金の割合 ％ ○ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助金の額
      （千円）

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 補助率を定めている→補助率

586 0 13 1,512
○ 単価を定めている→算式 42,000円上限×人数×月

定額補助 その他

⑦事務局体制 主に市の担当課 主に支出先団体 ○ その他 非該当

⑧構成員の負担 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図 幼稚園教育の振興及び保護者の負担軽減、円滑な利用 という状態にする

⑥期間 5 4 1 6 3 31

⑤支出の目的

対　象 施設等利用給付認定保護者 に対して

手　段 認可外保育所にかかる施設利用費補助 を行うことで

受益者 施設等利用給付認定保護者（認可外保育施設利用者） が（を）

補助開始年度 令和 元 年度

④国・県の負担 なし
国の負担あり 負担割合 1/2 負担額 千円

県の負担あり 負担割合 1/4 負担額 千円

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金の名称 施設等利用費補助金（認可外保育所） 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支出の根拠 関市施設等利用費支給要綱
(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支出先 施設等利用給付認定保護者
(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

担当課 子ども家庭課 室・部・局 健康福祉部 予算事業コード 114010



○

○

○

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

○ １現状のまま継続 ２補助内容を見直す

③有効性

補助の目的は達成できているか 達成できている

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助を休止・廃止した場合の影響は 大きい

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 該当なし

支出額・補助率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助することが適当か 適切

類似の補助金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

R5歳入決算額 千円 R5歳出決算額 千円 翌年度繰越額 0 千円

R5歳入に占める補助金の割合 ％ ○ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助金の額
      （千円）

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 補助率を定めている→補助率

5,061 4,249 4,203 7,332
○ 単価を定めている→算式 4,500円×人数×月

定額補助 その他

⑦事務局体制 主に市の担当課 主に支出先団体 ○ その他 非該当

⑧構成員の負担 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図 幼稚園教育の振興及び保護者の負担軽減、円滑な利用 という状態にする

⑥期間 5 4 1 6 3 31

⑤支出の目的

対　象 施設等利用給付認定保護者 に対して

手　段 副食費の実費徴収に係る補助 を行うことで

受益者 施設等利用給付認定保護者（私立幼稚園利用者） が（を）

補助開始年度 令和 元 年度

④国・県の負担 なし
国の負担あり 負担割合 1/3 負担額 1,400 千円

県の負担あり 負担割合 1/3 負担額 1,400 千円

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金の名称 私立幼稚園副食費実費徴収に係る補足給付 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支出の根拠
関市私立幼稚園副食費の実費徴収に係る補足
給付費支給要綱

(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支出先 施設等利用給付認定保護者
(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

担当課 子ども家庭課 室・部・局 健康福祉部 予算事業コード 114010



○

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

国の子育て世帯生活支援特別給付金に伴う事業で、単年度事業のため、令和６年度予算計
上なし。

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ○ ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

１現状のまま継続 ２補助内容を見直す

③有効性

補助の目的は達成できているか できている

交付先の事業成果は向上しているか 事業が存在しない

補助を休止・廃止した場合の影響は なし（単年度事業のため廃止する）

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 事業が存在しない

支出額・補助率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助することが適当か 適切

類似の補助金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

R5歳入決算額 千円 R5歳出決算額 千円 翌年度繰越額 0 千円

R5歳入に占める補助金の割合 ％ ○ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助金の額
      （千円）

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 補助率を定めている→補助率

0 0 15,850 0
単価を定めている→算式

○ 定額補助 その他

⑦事務局体制 主に市の担当課 主に支出先団体 ○ その他 非該当

⑧構成員の負担 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図 経済的負担を軽減する という状態にする

⑥期間 5 4 1 6 3 31

⑤支出の目的

対　象 子育て世帯生活支援特別給付金（市単独分）受給者 に対して

手　段 給付金の支給 を行うことで

受益者 子育て世帯 が（を）

補助開始年度 令和 5 年度

④国・県の負担 ○なし
国の負担あり 負担割合 負担額 千円

県の負担あり 負担割合 負担額 千円

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金の名称 子育て世帯生活支援特別給付金（市単独分） 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支出の根拠
関市低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特
別給付金（市単独分）支給事業実施要綱

(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支出先
子育て世帯生活支援特別給付金（市単独分）
受給者

(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

担当課 子ども家庭課 室・部・局 健康福祉部 予算事業コード 114016



○

○

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

国の単年度事業のため、令和６年度予算計上なし。

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ○ ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

１現状のまま継続 ２補助内容を見直す

③有効性

補助の目的は達成できているか できている

交付先の事業成果は向上しているか 事業が存在しない

補助を休止・廃止した場合の影響は なし（単年度事業のため廃止する）

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 事業が存在しない

支出額・補助率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助することが適当か 適切

類似の補助金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

R5歳入決算額 千円 R5歳出決算額 千円 翌年度繰越額 0 千円

R5歳入に占める補助金の割合 ％ ○ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助金の額
      （千円）

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 補助率を定めている→補助率

42,400 39,800 38,950 0
単価を定めている→算式

○ 定額補助 その他

⑦事務局体制 主に市の担当課 主に支出先団体 ○ その他 非該当

⑧構成員の負担 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図 経済的負担を軽減する という状態にする

⑥期間 5 4 1 6 3 31

⑤支出の目的

対　象 子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯分）受給者 に対して

手　段 給付金の支給 を行うことで

受益者 ひとり親世帯 が（を）

補助開始年度 令和 3 年度

④国・県の負担 なし
国の負担あり 負担割合 10/10 負担額 38,950 千円

県の負担あり 負担割合 負担額 千円

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金の名称
子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世
帯分） 補

助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支出の根拠
関市低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特
別給付金（ひとり親世帯分）支給事業実施要綱

(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支出先
子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世
帯分）受給者

(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

担当課 子ども家庭課 室・部・局 健康福祉部 予算事業コード 114017



○

○

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

国の単年度事業のため、令和６年度予算計上なし。

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ○ ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

１現状のまま継続 ２補助内容を見直す

③有効性

補助の目的は達成できているか できている

交付先の事業成果は向上しているか 事業が存在しない

補助を休止・廃止した場合の影響は なし（単年度事業のため廃止する）

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 事業が存在しない

支出額・補助率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助することが適当か 適切

類似の補助金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

R5歳入決算額 千円 R5歳出決算額 千円 翌年度繰越額 0 千円

R5歳入に占める補助金の割合 ％ ○ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助金の額
      （千円）

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 補助率を定めている→補助率

31,800 29,650 33,650 0
単価を定めている→算式

○ 定額補助 その他

⑦事務局体制 主に市の担当課 主に支出先団体 ○ その他 非該当

⑧構成員の負担 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図 経済的負担を軽減する という状態にする

⑥期間 5 4 1 6 3 31

⑤支出の目的

対　象 子育て世帯生活支援特別給付金（その他世帯分）受給者 に対して

手　段 給付金の支給 を行うことで

受益者 子育て世帯 が（を）

補助開始年度 令和 3 年度

④国・県の負担 なし
国の負担あり 負担割合 10/10 負担額 33,650 千円

県の負担あり 負担割合 負担額 千円

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金の名称
子育て世帯生活支援特別給付金（その他世帯
分） 補

助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支出の根拠
関市低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特
別給付金（ひとり親世帯以外の低所得の子育て世帯分）
支給事業実施要綱

(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支出先
子育て世帯生活支援特別給付金（その他世帯
分）受給者

(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

担当課 子ども家庭課 室・部・局 健康福祉部 予算事業コード 114018



○

○

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

県10/10事業

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

○ １現状のまま継続 ２補助内容を見直す

③有効性

補助の目的は達成できているか できている

交付先の事業成果は向上しているか 事業が存在しない

補助を休止・廃止した場合の影響は なし

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 事業が存在しない

支出額・補助率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助することが適当か 適切

類似の補助金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

R5歳入決算額 千円 R5歳出決算額 千円 翌年度繰越額 0 千円

R5歳入に占める補助金の割合 ％ ○ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助金の額
      （千円）

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 補助率を定めている→補助率

0 0 24,930 27,000
単価を定めている→算式

○ 定額補助 その他

⑦事務局体制 主に市の担当課 主に支出先団体 ○ その他 非該当

⑧構成員の負担 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図 経済的負担を軽減する という状態にする

⑥期間 5 4 1 6 3 31

⑤支出の目的

対　象 高等学校就学準備等支援金受給者 に対して

手　段 支援金の支給 を行うことで

受益者 高等学校就学前の子育て世帯 が（を）

補助開始年度 令和 5 年度

④国・県の負担 なし
国の負担あり 負担割合 負担額 千円

県の負担あり 負担割合 10/10 負担額 24,930 千円

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金の名称 高等学校就学準備等支援金 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支出の根拠 関市高等学校就学準備等支援金支給事業要綱
(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支出先 高等学校就学準備等支援金受給者
(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

担当課 子ども家庭課 室・部・局 健康福祉部 予算事業コード 114021



○

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

○ １現状のまま継続 ２補助内容を見直す

③有効性

補助の目的は達成できているか 達成できている

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助を休止・廃止した場合の影響は 私立保育所利用者への影響は大きい

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 把握している

支出額・補助率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助することが適当か 適切

類似の補助金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

R5歳入決算額 10,068 千円 R5歳出決算額 10,068 千円 翌年度繰越額 0 千円

R5歳入に占める補助金の割合 100.0 ％ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助金の額
      （千円）

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 補助率を定めている→補助率

9,109 9,172 10,068 11,454
○ 単価を定めている→算式 施設割、職員割

定額補助 その他

⑦事務局体制 ○ 主に市の担当課 主に支出先団体 その他

⑧構成員の負担 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図 保育園での適正な保育の実施を推進する という状態にする

⑥期間 5 4 1 6 3 31

⑤支出の目的

対　象 市内私立保育所９園、小規模保育所１園、認定こども園１園 に対して

手　段 運営補助 を行うことで

受益者 私立保育所利用者 が（を）

補助開始年度 昭和 54 年度

④国・県の負担 ○なし
国の負担あり 負担割合 負担額 千円

県の負担あり 負担割合 負担額 千円

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金の名称 保育所運営 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支出の根拠 関市民間保育所補助金交付要綱
(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支出先
市内私立保育所９園、小規模保育所１園、認
定こども園１園

(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

担当課 子ども家庭課 室・部・局 健康福祉部 予算事業コード 114500



○

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

○ １現状のまま継続 ２補助内容を見直す

③有効性

補助の目的は達成できているか 達成できている

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助を休止・廃止した場合の影響は 保育園への影響は大きい

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 把握している

支出額・補助率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助することが適当か 適切

類似の補助金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

R5歳入決算額 9,573 千円 R5歳出決算額 9,573 千円 翌年度繰越額 0 千円

R5歳入に占める補助金の割合 100.0 ％ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助金の額
      （千円）

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 補助率を定めている→補助率

9,193 9,296 9,574 10,099
○ 単価を定めている→算式 （当該年4月分本俸×

50/1,000+200円）×12ヶ月×1/2

定額補助 その他

⑦事務局体制 主に市の担当課 ○ 主に支出先団体 その他

⑧構成員の負担 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図 保育園での適正な保育の実施を推進する という状態にする

⑥期間 5 4 1 6 3 31

⑤支出の目的

対　象 市内私立保育所９園、小規模保育所１園 に対して

手　段 運営補助（職員相互・退職共済などの福利厚生） を行うことで

受益者 私立保育所利用者 が（を）

補助開始年度 昭和 54 年度

④国・県の負担 ○なし
国の負担あり 負担割合 負担額 千円

県の負担あり 負担割合 負担額 千円

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金の名称 民間社会福祉事業従事者共済掛金 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支出の根拠 関市民間保育所補助金交付要綱
(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支出先 市内私立保育所９園、小規模保育所１園
(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

担当課 子ども家庭課 室・部・局 健康福祉部 予算事業コード 114500



○

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

○ １現状のまま継続 ２補助内容を見直す

③有効性

補助の目的は達成できているか 達成できている

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助を休止・廃止した場合の影響は 私立保育園利用者への影響は大きい

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 把握している

支出額・補助率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助することが適当か 適切

類似の補助金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

R5歳入決算額 445 千円 R5歳出決算額 445 千円 翌年度繰越額 0 千円

R5歳入に占める補助金の割合 100.0 ％ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助金の額
      （千円）

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 補助率を定めている→補助率

467 459 445 500
○ 単価を定めている→算式 365円×児童数

定額補助 その他

⑦事務局体制 主に市の担当課 ○ 主に支出先団体 その他

⑧構成員の負担 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図 保育園での適正な保育の実施を推進する という状態にする

⑥期間 5 4 1 6 3 31

⑤支出の目的

対　象 市内私立保育所９園、小規模保育所１園、認定こども園１園 に対して

手　段 運営補助（保育管理下における児童の負傷疾病への給付） を行うことで

受益者 私立保育所利用者 が（を）

補助開始年度 昭和 54 年度

④国・県の負担 ○なし
国の負担あり 負担割合 負担額 千円

県の負担あり 負担割合 負担額 千円

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金の名称 日本スポーツ振興センター共済掛金 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支出の根拠 関市民間保育所補助金交付要綱
(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支出先
市内私立保育所９園、小規模保育所１園、認
定こども園１園

(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

担当課 子ども家庭課 室・部・局 健康福祉部 予算事業コード 114500



○

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

○ １現状のまま継続 ２補助内容を見直す

③有効性

補助の目的は達成できているか 達成できている

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助を休止・廃止した場合の影響は 私立保育園利用者への影響は大きい

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 把握している

支出額・補助率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助することが適当か 適切

類似の補助金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

R5歳入決算額 148 千円 R5歳出決算額 148 千円 翌年度繰越額 0 千円

R5歳入に占める補助金の割合 100.0 ％ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助金の額
      （千円）

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 補助率を定めている→補助率

0 0 148 150
○ 単価を定めている→算式 365円×児童数

定額補助 その他

⑦事務局体制 主に市の担当課 ○ 主に支出先団体 その他

⑧構成員の負担 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図 保育園での適正な保育の実施を推進する という状態にする

⑥期間 5 4 1 6 3 31

⑤支出の目的

対　象 認定こども園１園 に対して

手　段 運営補助（職員相互・退職共済などの福利厚生） を行うことで

受益者 私立保育所利用者 が（を）

補助開始年度 昭和 54 年度

④国・県の負担 ○なし
国の負担あり 負担割合 負担額 千円

県の負担あり 負担割合 負担額 千円

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金の名称 教職員退職金掛金 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支出の根拠 関市民間保育所補助金交付要綱
(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支出先 認定こども園１園
(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

担当課 子ども家庭課 室・部・局 健康福祉部 予算事業コード 114500



○

○

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

○ １現状のまま継続 ２補助内容を見直す

③有効性

補助の目的は達成できているか 達成できている

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助を休止・廃止した場合の影響は 私立保育園利用者への影響は大きい

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 把握している

支出額・補助率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助することが適当か 適切

類似の補助金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

R1.10～幼児教育・保育無償化スタートに伴い創設

③支出先の決算
　の状況

R5歳入決算額 432 千円 R5歳出決算額 432 千円 翌年度繰越額 0 千円

R5歳入に占める補助金の割合 100.0 ％ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助金の額
      （千円）

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 補助率を定めている→補助率

508 340 432 486
○ 単価を定めている→算式 4,500円×人数×月

定額補助 その他

⑦事務局体制 主に市の担当課 ○ 主に支出先団体 その他

⑧構成員の負担 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図 保護者の負担軽減と保育園での適正な保育の実施を推進する という状態にする

⑥期間 5 4 1 6 3 31

⑤支出の目的

対　象 第３子以降児童が所属する保育所 に対して

手　段
多子世帯に属する第３子以降の児童に係る副食費を無償化（た
だし、岐阜県補助金の対象となる範囲）

を行うことで

受益者 私立保育所利用者 が（を）

補助開始年度 令和 元 年度

④国・県の負担 なし
国の負担あり 負担割合 負担額 千円

県の負担あり 負担割合 1/2 負担額 216 千円

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金の名称 第３子以降副食費無償化事業 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支出の根拠 関市民間保育所補助金交付要綱
(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支出先 該当私立保育園
(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

担当課 子ども家庭課 室・部・局 健康福祉部 予算事業コード 114500



○

○

○

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

国県の補助金については、令和４年度より子ども・子育て支援交付金から重層的支援体制
整備事業交付金（地域づくり事業）に変更したため、令和５年度以降補助基準額を変更し
た。

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

○ １現状のまま継続 ２補助内容を見直す

③有効性

補助の目的は達成できているか 達成できている

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助を休止・廃止した場合の影響は 子育て親子への影響は大きい

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 把握している

支出額・補助率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助することが適当か 適切

類似の補助金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

R1.10～幼児教育・保育無償化スタートに伴い創設

③支出先の決算
　の状況

R5歳入決算額 9,916 千円 R5歳出決算額 9,916 千円 翌年度繰越額 0 千円

R5歳入に占める補助金の割合 100.0 ％ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助金の額
      （千円）

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 補助率を定めている→補助率

8,698 8,698 9,916 10,192
○ 単価を定めている→算式 国基準額まで

定額補助 その他

⑦事務局体制 主に市の担当課 ○ 主に支出先団体 その他

⑧構成員の負担 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図
地域の身近な相談場所、子育ての情報交換の場として活用でき
育児不安の解消を図る

という状態にする

⑥期間 5 4 1 6 3 31

⑤支出の目的

対　象 地域子育て支援センター「ははこぐさ」 に対して

手　段 子育て家庭の支援活動事業費の補助 を行うことで

受益者 子育て家庭 が（を）

補助開始年度 平成 15 年度

④国・県の負担 なし
国の負担あり 負担割合 1/3 負担額 3,305 千円

県の負担あり 負担割合 1/3 負担額 3,305 千円

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金の名称 地域子育て支援拠点事業 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支出の根拠 関市民間保育所補助金交付要綱
(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支出先 倉知保育園
(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

担当課 子ども家庭課 室・部・局 健康福祉部 予算事業コード 114520



○

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

○ １現状のまま継続 ２補助内容を見直す

③有効性

補助の目的は達成できているか 達成できている

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助を休止・廃止した場合の影響は 地域への影響は大きい

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 把握している

支出額・補助率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助することが適当か 適切

類似の補助金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

R5歳入決算額 2,574 千円 R5歳出決算額 2,574 千円 翌年度繰越額 0 千円

R5歳入に占める補助金の割合 90.3 ％ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助金の額
      （千円）

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 補助率を定めている→補助率

2,148 2,184 2,325 2,650
単価を定めている→算式

○ 定額補助 その他

⑦事務局体制 主に市の担当課 ○ 主に支出先団体 その他

⑧構成員の負担 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図 保育園での適正な保育の実施を推進する。 という状態にする

⑥期間 5 4 1 6 3 31

⑤支出の目的

対　象 市内私立保育所９園、小規模保育所１園 に対して

手　段 運営補助（保護者への児童講座、郷土文化継承など） を行うことで

受益者 私立保育所利用者 が（を）

補助開始年度 平成 7 年度

④国・県の負担 ○なし
国の負担あり 負担割合 負担額 千円

県の負担あり 負担割合 負担額 千円

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金の名称 地域保育センター事業 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支出の根拠 関市民間保育所補助金交付要綱
(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支出先 市内私立保育所９園、小規模保育所１園
(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

担当課 子ども家庭課 室・部・局 健康福祉部 予算事業コード 114540



○

○

○

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

一時保育の拡充については、保育士不足により難しい状況となっている。

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

○ １現状のまま継続 ２補助内容を見直す

③有効性

補助の目的は達成できているか 達成できている

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助を休止・廃止した場合の影響は 育児中の保護者への影響は大きい

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 把握している

支出額・補助率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助することが適当か 適切

類似の補助金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

R5歳入決算額 3,321 千円 R5歳出決算額 3,321 千円 翌年度繰越額 0 千円

R5歳入に占める補助金の割合 86.6 ％ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助金の額
      （千円）

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 補助率を定めている→補助率

2,709 4,026 2,875 5,000
○ 単価を定めている→算式 国基準額まで

定額補助 その他

⑦事務局体制 主に市の担当課 ○ 主に支出先団体 その他

⑧構成員の負担 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図
保育が困難となった場合や育児不安の解消、負担を軽減するた
めに児童を預かる事業を推進する

という状態にする

⑥期間 5 4 1 6 3 31

⑤支出の目的

対　象 一時保育事業を実施する保育所 に対して

手　段 一時保育事業運営補助 を行うことで

受益者 育児中の保護者 が（を）

補助開始年度 平成 15 年度

④国・県の負担 なし
国の負担あり 負担割合 1/3 負担額 958 千円

県の負担あり 負担割合 1/3 負担額 958 千円

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金の名称 一時保育事業 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支出の根拠 関市民間保育所補助金交付要綱
(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支出先 市内私立保育園3園
(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

担当課 子ども家庭課 室・部・局 健康福祉部 予算事業コード 114540



○

○

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

低年齢児保育を希望する保護者は多いが、保育士が不足している。

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

○ １現状のまま継続 ２補助内容を見直す

③有効性

補助の目的は達成できているか 達成できている

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助を休止・廃止した場合の影響は 乳児保育を希望する保護者への影響は大きい

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 把握している

支出額・補助率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助することが適当か 適切

類似の補助金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

R5歳入決算額 7,745 千円 R5歳出決算額 7,745 千円 翌年度繰越額 0 千円

R5歳入に占める補助金の割合 93.2 ％ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助金の額
      （千円）

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 補助率を定めている→補助率

8,175 9,554 7,222 9,557
○ 単価を定めている→算式 県基準額まで

定額補助 その他

⑦事務局体制 主に市の担当課 ○ 主に支出先団体 その他

⑧構成員の負担 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図
安心して子育てができる環境を整備し、児童の福祉の向上を図
る

という状態にする

⑥期間 5 4 1 6 3 31

⑤支出の目的

対　象 低年齢児保育事業を実施する保育所 に対して

手　段 低年齢児保育促進事業に補助 を行うことで

受益者 乳児保育を希望する保護者 が（を）

補助開始年度 平成 15 年度

④国・県の負担 なし
国の負担あり 負担割合 負担額 千円

県の負担あり 負担割合 1/2 負担額 3,609 千円

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金の名称 低年齢児保育促進事業 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支出の根拠 関市民間保育所補助金交付要綱
(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支出先 市内私立保育所7園
(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

担当課 子ども家庭課 室・部・局 健康福祉部 予算事業コード 114540



○

○

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

○ １現状のまま継続 ２補助内容を見直す

③有効性

補助の目的は達成できているか 達成できている

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助を休止・廃止した場合の影響は 障がい児の保護者への影響は大きい

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 把握している

支出額・補助率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助することが適当か 適切

類似の補助金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

H30から県の補助制度ができたことにより、市の補助基準を見直し（限度額月額18万円）

③支出先の決算
　の状況

R5歳入決算額 37,960 千円 R5歳出決算額 37,960 千円 翌年度繰越額 0 千円

R5歳入に占める補助金の割合 96.2 ％ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助金の額
      （千円）

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 補助率を定めている→補助率

32,047 30,995 36,499 36,720
○ 単価を定めている→算式 180,000円×人数×月

定額補助 その他

⑦事務局体制 主に市の担当課 ○ 主に支出先団体 その他

⑧構成員の負担 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図
安心して子育てができる環境を整備し、児童の福祉の向上を図
る

という状態にする

⑥期間 5 4 1 6 3 31

⑤支出の目的

対　象 障がい児保育事業を実施する保育所 に対して

手　段 障がい児保育事業運営に補助 を行うことで

受益者 障がい児の保護者 が（を）

補助開始年度 平成 15 年度

④国・県の負担 なし
国の負担あり 負担割合 負担額 千円

県の負担あり 負担割合 基準額の1/2 負担額 6,686 千円

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金の名称 障がい児保育対策事業 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支出の根拠 関市民間保育所補助金交付要綱
(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支出先 市内私立保育園９園
(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

担当課 子ども家庭課 室・部・局 健康福祉部 予算事業コード 114540



○

○

○

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

○ １現状のまま継続 ２補助内容を見直す

③有効性

補助の目的は達成できているか 達成できている

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助を休止・廃止した場合の影響は 延長保育を利用する保護者の影響は大きい

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 把握している

支出額・補助率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助することが適当か 適切

類似の補助金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

R5歳入決算額 5,684 千円 R5歳出決算額 5,684 千円 翌年度繰越額 0 千円

R5歳入に占める補助金の割合 37.4 ％ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助金の額
      （千円）

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 補助率を定めている→補助率

2,412 1,925 2,123 5,600
○ 単価を定めている→算式 国基準額まで

定額補助 その他

⑦事務局体制 主に市の担当課 ○ 主に支出先団体 その他

⑧構成員の負担 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図
安心して子育てができる環境を整備し、児童の福祉の向上を図
る

という状態にする

⑥期間 5 4 1 6 3 31

⑤支出の目的

対　象 延長保育対策事業を実施する保育所 に対して

手　段 延長保育事業の運営補助 を行うことで

受益者 夫婦共働きなどで通常の保育時間内に送迎できない保護者 が（を）

補助開始年度 平成 15 年度

④国・県の負担 なし
国の負担あり 負担割合 1/3 負担額 707 千円

県の負担あり 負担割合 1/3 負担額 707 千円

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金の名称 延長保育対策事業 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支出の根拠 関市民間保育所補助金交付要綱
(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支出先 市内私立保育園９園
(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

担当課 子ども家庭課 室・部・局 健康福祉部 予算事業コード 114540



○

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

○ １現状のまま継続 ２補助内容を見直す

③有効性

補助の目的は達成できているか 達成できている

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助を休止・廃止した場合の影響は 私立保育園の負担が大きい

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 把握している

支出額・補助率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助することが適当か 適切

類似の補助金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

令和２年度のみ新型コロナウイルス対策にかかる見直しにより不交付とした。

③支出先の決算
　の状況

R5歳入決算額 3,595 千円 R5歳出決算額 3,595 千円 翌年度繰越額 0 千円

R5歳入に占める補助金の割合 72.6 ％ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助金の額
      （千円）

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 補助率を定めている→補助率

2,328 2,370 2,610 2,640
単価を定めている→算式

○ 定額補助 その他

⑦事務局体制 主に市の担当課 ○ 主に支出先団体 その他

⑧構成員の負担 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図
園独自の特色ある保育教育を受けることができ、児童の福祉の
向上を図る

という状態にする

⑥期間 5 4 1 6 3 31

⑤支出の目的

対　象 特色ある保育教育事業を実施する保育所 に対して

手　段 特色ある保育事業への補助 を行うことで

受益者 保育園児 が（を）

補助開始年度 平成 30 年度

④国・県の負担 ○なし
国の負担あり 負担割合 負担額 千円

県の負担あり 負担割合 負担額 千円

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金の名称 特色ある保育教育事業 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支出の根拠 関市民間保育所補助金交付要綱
(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支出先
市内私立保育園９園、小規模保育所１園、認
定こども園１園

(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

担当課 子ども家庭課 室・部・局 健康福祉部 予算事業コード 114540



○

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

令和６年度以降の実施は未定（コロナ交付金充当対象となるかどうかによる）

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ○ ５終期を設定 ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

１現状のまま継続 ２補助内容を見直す

③有効性

補助の目的は達成できているか 達成できている

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助を休止・廃止した場合の影響は 保育園への影響は大きい

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 把握している

支出額・補助率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助することが適当か 適切

類似の補助金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

R5歳入決算額 千円 R5歳出決算額 千円 翌年度繰越額 0 千円

R5歳入に占める補助金の割合 ％ ○ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助金の額
      （千円）

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 補助率を定めている→補助率

0 2,757 3,693 0
○ 単価を定めている→算式 県基準額まで

定額補助 その他

⑦事務局体制 主に市の担当課 ○ 主に支出先団体 その他

⑧構成員の負担 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図
保育環境サービスの維持ができ、子どもを安心して育てられる
体制が図られる

という状態にする

⑥期間 5 4 1 6 3 31

⑤支出の目的

対　象
電気、ガス料金等の高騰により、著しい影響を受ける私立保育
所

に対して

手　段 物価高騰対応光熱費補助 を行うことで

受益者 私立保育所 が（を）

補助開始年度 令和 4 年度

④国・県の負担 ○なし
国の負担あり 負担割合 負担額 千円

県の負担あり 負担割合 負担額 千円

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金の名称 私立保育所光熱費高騰支援事業 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支出の根拠
関市私立保育園等物価高騰対応光熱費補助金
交付事業実施要綱

(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支出先
市内私立保育園９園、小規模保育所１園、認
定こども園１園

(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

担当課 子ども家庭課 室・部・局 健康福祉部 予算事業コード 114540



○

○

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

○ １現状のまま継続 ２補助内容を見直す

③有効性

補助の目的は達成できているか 達成できている

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助を休止・廃止した場合の影響は 保育園への影響は大きい

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 把握している

支出額・補助率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助することが適当か 適切

類似の補助金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

R5歳入決算額 1,139 千円 R5歳出決算額 1,139 千円 翌年度繰越額 0 千円

R5歳入に占める補助金の割合 54.2 ％ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助金の額
      （千円）

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 補助率を定めている→補助率

986 0 617 2,858
○ 単価を定めている→算式 県基準額まで

定額補助 その他

⑦事務局体制 主に市の担当課 ○ 主に支出先団体 その他

⑧構成員の負担 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図
保育士の業務負担軽減、保育士の離職防止を図り、保育人材を
確保する

という状態にする

⑥期間 5 4 1 6 3 31

⑤支出の目的

対　象 「保育補助者」を雇い上げる保育所 に対して

手　段 保育補助者雇上強化事業に補助 を行うことで

受益者 保育士、保育園 が（を）

補助開始年度 令和 元 年度

④国・県の負担 なし
国の負担あり 負担割合 負担額 千円

県の負担あり 負担割合 7/8 負担額 538 千円

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金の名称 保育補助者雇上強化事業 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支出の根拠 関市民間保育所補助金交付要綱
(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支出先 該当保育園
(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

担当課 子ども家庭課 室・部・局 健康福祉部 予算事業コード 114540



○

○

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

○ １現状のまま継続 ２補助内容を見直す

③有効性

補助の目的は達成できているか 達成できている

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助を休止・廃止した場合の影響は 保育園への影響は大きい

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 把握している

支出額・補助率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助することが適当か 適切

類似の補助金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

R5歳入決算額 8,038 千円 R5歳出決算額 8,038 千円 翌年度繰越額 0 千円

R5歳入に占める補助金の割合 51.2 ％ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助金の額
      （千円）

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 補助率を定めている→補助率

0 1,029 4,116 5,145
○ 単価を定めている→算式 県基準額まで

定額補助 その他

⑦事務局体制 主に市の担当課 ○ 主に支出先団体 その他

⑧構成員の負担 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図
改善された保育環境で、子どもを安心して育てられる体制が図
られる

という状態にする

⑥期間 5 4 1 6 3 31

⑤支出の目的

対　象
保育環境向上等事業（老朽化した備品やフローリング貼等の設
備の購入や更新及び改修）を実施する保育所

に対して

手　段 保育環境向上等事業に補助 を行うことで

受益者 保育士、保育園 が（を）

補助開始年度 令和 4 年度

④国・県の負担 なし
国の負担あり 負担割合 負担額 千円

県の負担あり 負担割合 2/3 負担額 3,419 千円

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金の名称 保育環境向上等事業 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支出の根拠 関市民間保育所補助金交付要綱
(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支出先
関保育園、瀬尻保育園、童心保育園、中濃
キッズ保育園

(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

担当課 子ども家庭課 室・部・局 健康福祉部 予算事業コード 114540



○

○

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ○ ５終期を設定 ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

１現状のまま継続 ２補助内容を見直す

③有効性

補助の目的は達成できているか 達成できている

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助を休止・廃止した場合の影響は 保育園への影響は大きい

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 把握している

支出額・補助率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助することが適当か 適切

類似の補助金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

R5歳入決算額 3,339 千円 R5歳出決算額 3,339 千円 翌年度繰越額 0 千円

R5歳入に占める補助金の割合 89.0 ％ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助金の額
      （千円）

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 補助率を定めている→補助率

0 0 2,971 3,087
○ 単価を定めている→算式 県基準額まで

定額補助 その他

⑦事務局体制 主に市の担当課 ○ 主に支出先団体 その他

⑧構成員の負担 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図
改善された保育環境で、子どもを安心して育てられる体制が図
られる

という状態にする

⑥期間 5 4 1 6 3 31

⑤支出の目的

対　象 熱中症対策（エアコン等購入する）保育所 に対して

手　段 熱中症対策事業に補助 を行うことで

受益者 保育士、保育園 が（を）

補助開始年度 令和 5 年度

④国・県の負担 なし
国の負担あり 負担割合 負担額 千円

県の負担あり 負担割合 2/3 負担額 1,980 千円

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金の名称 私立保育所熱中症対策事業 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支出の根拠 関市民間保育所補助金交付要綱
(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支出先 安桜保育園、中濃保育園、倉知保育園
(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

担当課 子ども家庭課 室・部・局 健康福祉部 予算事業コード 114540



○

○

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

令和５年度事業のみ

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ○ ５終期を設定 ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

１現状のまま継続 ２補助内容を見直す

③有効性

補助の目的は達成できているか 達成できている

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助を休止・廃止した場合の影響は 保育園への影響は大きい

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 把握している

支出額・補助率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助することが適当か 適切

類似の補助金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

R5歳入決算額 1,750 千円 R5歳出決算額 1,750 千円 翌年度繰越額 0 千円

R5歳入に占める補助金の割合 100.0 ％ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助金の額
      （千円）

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 補助率を定めている→補助率

0 0 1,750 0
○ 単価を定めている→算式 県基準額まで

定額補助 その他

⑦事務局体制 主に市の担当課 ○ 主に支出先団体 その他

⑧構成員の負担 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図
改善された保育環境で、子どもを安心して育てられる体制が図
られる

という状態にする

⑥期間 5 4 1 6 3 31

⑤支出の目的

対　象 バス安全装置を購入する保育所 に対して

手　段 保育園バス安全装置購入費助成事業に補助 を行うことで

受益者 保育士、保育園 が（を）

補助開始年度 令和 5 年度

④国・県の負担 なし
国の負担あり 負担割合 10/10 負担額 1,750 千円

県の負担あり 負担割合 負担額 千円

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金の名称 私立保育所保育園バス安全装置購入費助成 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支出の根拠 関市民間保育所補助金交付要綱
(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支出先 市内私立保育園９園、認定こども園１園
(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

担当課 子ども家庭課 室・部・局 健康福祉部 予算事業コード 114540



○

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

令和５年度に保育所施設整備補助金（市単独）を制定・施行するため、本補助金を廃止す
ることとした。よって、償還期限（令和１０年度）を待たず令和５年度中に借入残高を一
括償還（交付）した。

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ○ ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

１現状のまま継続 ２補助内容を見直す

③有効性

補助の目的は達成できているか 達成できている

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助を休止・廃止した場合の影響は 保育園への影響は大きい

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 把握している

支出額・補助率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助することが適当か 適切

類似の補助金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

R5歳入決算額 24,662 千円 R5歳出決算額 24,662 千円 翌年度繰越額 0 千円

R5歳入に占める補助金の割合 100.0 ％ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助金の額
      （千円）

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 補助率を定めている→補助率

4,248 4,219 24,662 0
単価を定めている→算式

定額補助 ○ その他 毎年の償還額

⑦事務局体制 主に市の担当課 ○ 主に支出先団体 その他

⑧構成員の負担 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図 適切な保育環境で保育する という状態にする

⑥期間 5 4 1 6 3 31

⑤支出の目的

対　象 社会福祉法人瀬尻福祉会 に対して

手　段 瀬尻保育園園舎改築資金償還金補助 を行うことで

受益者 保育所入所児童 が（を）

補助開始年度 平成 21 年度

④国・県の負担 ○なし
国の負担あり 負担割合 負担額 千円

県の負担あり 負担割合 負担額 千円

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金の名称 瀬尻保育園借入金償還 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支出の根拠 決裁による
(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支出先 社会福祉法人瀬尻福祉会
(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

担当課 子ども家庭課 室・部・局 健康福祉部 予算事業コード 114600



○

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

令和５年度に保育所施設整備補助金（市単独）を制定・施行するため、本補助金を廃止す
ることとした。よって、償還期限（令和１２年度）を待たず令和５年度中に借入残高を一
括償還（交付）した。

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ○ ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

１現状のまま継続 ２補助内容を見直す

③有効性

補助の目的は達成できているか 達成できている

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助を休止・廃止した場合の影響は 保育園への影響は大きい

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 把握している

支出額・補助率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助することが適当か 適切

類似の補助金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

R5歳入決算額 24,535 千円 R5歳出決算額 24,535 千円 翌年度繰越額 0 千円

R5歳入に占める補助金の割合 100.0 ％ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助金の額
      （千円）

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 補助率を定めている→補助率

3,309 3,268 24,535 0
単価を定めている→算式

定額補助 ○ その他 毎年の償還額

⑦事務局体制 主に市の担当課 ○ 主に支出先団体 その他

⑧構成員の負担 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図 適切な保育環境で保育する という状態にする

⑥期間 5 4 1 6 3 31

⑤支出の目的

対　象 社会福祉法人大和社会福祉事業センター に対して

手　段 中濃保育園園舎改築資金償還金補助 を行うことで

受益者 保育所入所児童 が（を）

補助開始年度 平成 22 年度

④国・県の負担 ○なし
国の負担あり 負担割合 負担額 千円

県の負担あり 負担割合 負担額 千円

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金の名称 中濃保育園借入金償還 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支出の根拠 決裁による
(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支出先 社会福祉法人大和社会福祉事業センター
(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

担当課 子ども家庭課 室・部・局 健康福祉部 予算事業コード 114600



○

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ○ ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

○ １現状のまま継続 ２補助内容を見直す

③有効性

補助の目的は達成できているか 達成できている

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助を休止・廃止した場合の影響は 保育園への影響は大きい

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 把握している

支出額・補助率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助することが適当か 適切

類似の補助金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

R5歳入決算額 31,196 千円 R5歳出決算額 31,196 千円 翌年度繰越額 0 千円

R5歳入に占める補助金の割合 48.5 ％ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助金の額
      （千円）

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 ○ 補助率を定めている→補助率 1/2

9,487 0 15,130 16,378
単価を定めている→算式

定額補助 その他

⑦事務局体制 主に市の担当課 ○ 主に支出先団体 その他

⑧構成員の負担 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図
改善された保育環境で、子どもを安心して育てられる体制が図
られる

という状態にする

⑥期間 5 4 1 6 3 31

⑤支出の目的

対　象 保育所等施設整備事業を実施する保育所 に対して

手　段 保育所等施設整備事業の補助 を行うことで

受益者 私立保育所利用者 が（を）

補助開始年度 令和 3 年度

④国・県の負担 ○なし
国の負担あり 負担割合 負担額 千円

県の負担あり 負担割合 負担額 千円

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金の名称 保育所等施設整備事業 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支出の根拠 関市民間保育所補助金交付要綱
(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支出先 該当保育園
(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

担当課 子ども家庭課 室・部・局 健康福祉部 予算事業コード 114600



○

○

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ○ ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

○ １現状のまま継続 ２補助内容を見直す

③有効性

補助の目的は達成できているか ほぼ達成している

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助を休止・廃止した場合の影響は 母子家庭の安定した就労が促進できなくなる

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 把握していない

支出額・補助率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助することが適当か 適切

類似の補助金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

R5歳入決算額 千円 R5歳出決算額 千円 翌年度繰越額 0 千円

R5歳入に占める補助金の割合 ％ ○ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助金の額
      （千円）

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 補助率を定めている→補助率

11,056 10,692 7,932 8,652
○ 単価を定めている→算式 市民税非課税世帯の者50,000

円、課税世帯の者25,000円

定額補助 その他

⑦事務局体制 主に市の担当課 主に支出先団体 ○ その他 非該当

⑧構成員の負担 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図
看護士、介護福祉士などの資格を取得することにより安定した
就労を促進する

という状態にする

⑥期間 5 4 1 6 3 31

⑤支出の目的

対　象 ひとり親家庭等 に対して

手　段 職業能力の開発支援、就業期間中の生活支援 を行うことで

受益者 ひとり親家庭等 が（を）

補助開始年度 平成 25 年度

④国・県の負担 なし
国の負担あり 負担割合 負担額 5,949 千円

県の負担あり 負担割合 負担額 千円

3/4

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金の名称 高等職業訓練促進給付補助金 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支出の根拠 関市高等職業訓練促進給付事業実施要綱
(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支出先 ひとり親家庭等
(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

担当課 子ども家庭課 室・部・局 健康福祉部 予算事業コード 115050



○

○

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ○ ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

○ １現状のまま継続 ２補助内容を見直す

③有効性

補助の目的は達成できているか ほぼ達成している

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助を休止・廃止した場合の影響は 母子家庭の安定した就労が促進できなくなる

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 把握していない

支出額・補助率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助することが適当か 適切

類似の補助金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

R5歳入決算額 千円 R5歳出決算額 千円 翌年度繰越額 0 千円

R5歳入に占める補助金の割合 ％ ○ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助金の額
      （千円）

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 補助率を定めている→補助率

53 0 600 1,200
○ 単価を定めている→算式 600千円

定額補助 その他

⑦事務局体制 主に市の担当課 主に支出先団体 ○ その他 非該当

⑧構成員の負担 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図 最後まで資格をとる目標を持つ という状態にする

⑥期間 5 4 1 6 3 31

⑤支出の目的

対　象 ひとり親家庭等で資格取得により安定した就労を目指す者 に対して

手　段 自立支援教育訓練給付金 を行うことで

受益者 ひとり親家庭等で資格取得により安定した就労を目指す者 が（を）

補助開始年度 平成 25 年度

④国・県の負担 なし
国の負担あり 負担割合 3月4日 負担額 450 千円

県の負担あり 負担割合 負担額 千円

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金の名称 自立支援教育訓練給付金事業 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支出の根拠 関市高等職業訓練促進給付事業実施要綱
(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支出先 ひとり親家庭等
(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

担当課 子ども家庭課 室・部・局 健康福祉部 予算事業コード 115050



○

○

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ○ ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

○ １現状のまま継続 ２補助内容を見直す

③有効性

補助の目的は達成できているか ほぼ達成している

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助を休止・廃止した場合の影響は 母子家庭の安定した就労が促進できなくなる

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 把握していない

支出額・補助率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助することが適当か 適切

類似の補助金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

R5歳入決算額 千円 R5歳出決算額 千円 翌年度繰越額 0 千円

R5歳入に占める補助金の割合 ％ ○ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助金の額
      （千円）

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 補助率を定めている→補助率

75 100 100 125
○ 単価を定めている→算式

定額補助 その他

⑦事務局体制 主に市の担当課 主に支出先団体 ○ その他 非該当

⑧構成員の負担 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図 最後まで資格をとる目標を持つ という状態にする

⑥期間 5 4 1 6 3 31

⑤支出の目的

対　象 ひとり親家庭等で資格取得により安定した就労を目指す者 に対して

手　段 修了一時金の支給 を行うことで

受益者 ひとり親家庭等で資格取得により安定した就労を目指す者 が（を）

補助開始年度 平成 21 年度

④国・県の負担 なし
国の負担あり 負担割合 負担額 75 千円

県の負担あり 負担割合 負担額 千円

3/4

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金の名称 入学支援修了一時金補助金 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支出の根拠 関市高等職業訓練促進給付事業実施要綱
(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支出先 ひとり親家庭等
(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

担当課 子ども家庭課 室・部・局 健康福祉部 予算事業コード 115050



○

○

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

事業対象者を拡充するため、令和６年度よりひとり親限定の要件を見直し、子ども食堂開
設団体への支援を行う。

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

○ １現状のまま継続 ２補助内容を見直す

③有効性

補助の目的は達成できているか ほぼ達成している

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助を休止・廃止した場合の影響は 母子家庭の安定した就労が促進できなくなる

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 把握していない

支出額・補助率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助することが適当か 適切

類似の補助金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

R5歳入決算額 千円 R5歳出決算額 千円 翌年度繰越額 0 千円

R5歳入に占める補助金の割合 ％ ○ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助金の額
      （千円）

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 ○ 補助率を定めている→補助率 新規500千円、継続
200千円ほか

300 0 0 900
単価を定めている→算式

定額補助 その他

⑦事務局体制 主に市の担当課 ○ 主に支出先団体 その他

⑧構成員の負担 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図 ひとり親の支援と子どもの健やかな育ちを促進する という状態にする

⑥期間 5 4 1 6 3 31

⑤支出の目的

対　象 ひとり親家庭等の子ども に対して

手　段 食事の提供と居場所づくり を行うことで

受益者 ひとり親家庭等の子ども が（を）

補助開始年度 平成 29 年度

④国・県の負担 なし
国の負担あり 負担割合 負担額 千円

県の負担あり 負担割合 1/2 負担額 千円

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金の名称 子ども食堂支援運営事業補助金 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支出の根拠 関市子ども食堂運営事業補助金交付要綱
(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支出先 NPO法人ヘルシーライフせき
(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

担当課 子ども家庭課 室・部・局 健康福祉部 予算事業コード 115450



○

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

令和５年度より関幼稚園が認定こども園へ移行し、対象が７園→６園となった。

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

○ １現状のまま継続 ２補助内容を見直す

③有効性

補助の目的は達成できているか ほぼ達成できている

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助を休止・廃止した場合の影響は 利用者が安定した幼児教育を受けられなくなる

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 把握している

支出額・補助率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助することが適当か 適切

類似の補助金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

H22より教職員の退職金掛金分の補助を上乗せ

③支出先の決算
　の状況

R5歳入決算額 9,846 千円 R5歳出決算額 9,846 千円 翌年度繰越額 0 千円

R5歳入に占める補助金の割合 100.0 ％ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助金の額
      （千円）

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 補助率を定めている→補助率

10,810 10,445 9,846 11,422
○ 単価を定めている→算式 350,000円/園

42,000円/教員　等

定額補助 その他

⑦事務局体制 主に市の担当課 ○ 主に支出先団体 その他

⑧構成員の負担 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図 幼児教育の振興及び充実を図る という状態にする

⑥期間 5 4 1 6 3 31

⑤支出の目的

対　象 市内私立幼稚園 に対して

手　段
運営に必要な備品・消耗品等の購入及び教職員退職金共済掛金
の一部、賠償責任保険の掛金の補助

を行うことで

受益者 市内私立幼稚園 が（を）

補助開始年度 昭和 45 年度

④国・県の負担 ○なし
国の負担あり 負担割合 負担額 千円

県の負担あり 負担割合 負担額 千円

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金の名称 私立幼稚園運営等 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支出の根拠 関市私立幼稚園運営費等補助金交付要綱
(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支出先 学校法人旭ヶ丘幼稚園ほか５園
(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

担当課 子ども家庭課 室・部・局 健康福祉部 予算事業コード 136680



○

R 年 月 日 ～ R 年 月 日

（ ）

円

（ ）

令和５年度補助金調書 Ｎo. ※

担当課 子ども家庭課 室・部・局 健康福祉部 予算事業コード 136680

１　補助金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金の名称 私立幼稚園光熱費高騰支援事業 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支 出 の 根 拠
関市私立保育園等物価高騰対応光熱費補助金交
付事業実施要綱

(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支  　出 　 先 市内私立幼稚園５園
(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

④国・県の負担 ○なし
国の負担あり 負担割合 負担額 千円

県の負担あり 負担割合 負担額 千円

意　図
保育環境サービスの維持ができ、子どもを安心して育てられる
体制が図られる

という状態にする

⑥期　　　　　間 5 4 1 6 3 31

⑤支 出 の 目 的

対　象
電気、ガス料金等の高騰により、著しい影響を受ける私立幼稚
園

に対して

手　段 物価高騰対応光熱費補助 を行うことで

受益者 私立幼稚園 が（を）

補助開始年度 令和 4 年度

⑦事 務 局 体 制 主に市の担当課 　 主に支出先団体 ○ その他 非該当

⑧構成員の負担 負担なし 負担あり 負担額 あたり

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助金の額
      （千円）

R3決算 R4決算 R5決算 R6予算 補助率を定めている→補助率

0 669 2,020 0
○ 単価を定めている→算式 県基準額まで

定額補助 その他

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

R5歳入決算額 千円 R5歳出決算額 千円 翌年度繰越額 0 千円

R5歳入に占める補助金の割合 ％ ○ 決算額を把握していない

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助・負担することが適当か 適切

類似の補助金はあるか(あれば名称) なし

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助を休止・廃止した場合の影響は 保育園への影響は大きい

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 把握している

支出額・補助率は適正か 適正

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

１現状のまま継続 ２補助内容を見直す

③有効性

補助の目的は達成できているか 達成できている

②課　　　　　題
　（改善状況等）

令和６年度以降の実施は未定（コロナ交付金充当対象となるかどうかによる）

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ○ ５終期を設定 ６休止・廃止を検討


